
大阪府は、これまでの施策・制度を改めて精査・点検し、これからの時代にふさわしい「自立支援型の施策」への転換
を図る「アクションプログラム（素案）」をまとめました。一方で新しいビルド施策を実施する財源確保を含め、老人医
療費をはじめとする「福祉医療制度」を再構築しようとするものです。
老人医療費をはじめ、障害者医療、母子家庭医療などが再構築されることで、地域住民への影響が少なからず出てきま

すし、また、これまで市町村単独事業として実施していた助成制度についても再構築の動きもでてくることとが予想され
ます。「アクションプログラム（素案）」でも、大阪府全体としての大まかな実態が報告されていますが、地域住民一人ひ
とりへの影響やニーズを把握し、個別の相談活動として展開していくことが重要と言えます。
また、地域の相談機関としては、そうした地域住民のニーズを踏まえ、各自治体や関係機関と具体的なテーマでの協

議・検討が必要となります。
大阪府では9月議会での議論を経て、来年2月議会に提案し、来年11月から福祉医療の再構築を実施する運びで進めら

れており、各地域において、時機を逸しないよう準備、協議を進めていきましょう。

（1）実態把握の取り組みをしよう。
①市町村での各医療制度・施策の現状把握をしよう。

右表のように、市町村単独補助制度がある市町村もあり、各自治
体の各医療制度や施策がどのようになっているのかを確認しましよ
う。（市町村担当者との学習会の開催、意見交換）
②地域住民のニーズ把握、影響度調査・分析をしよう。

地域住民一人ひとりの影響やニーズ把握のため、対象者の把握と
個別面談を行いましょう。対象者へのアンケートもお示ししますの
で、ご活用下さい。

（2）学習会・相談会を開催しましょう。
①住民説明会や集中相談会を開催しよう。

地域住民に広く周知し、制度施策の住民説明会や集中した相談会
を行いましょう。特に、情報が届きにくいと思われる方を意識して、
出前型やアウトリサーチで周知しましょう。
②相談担当者の研修会を開催しましょう。

当然のことですが、相談を受ける方（相談担当者等）の専門的な
研修会を実施しておきましょう。

（3）きめ細かな情報提供を行いましょう。
○各市町村の現状を踏まえた「アクションプログラム（素案）」の内容
を住民の方に情報提供しましょう。（ニュースやパンフの発行）

（4）市町村担当者との検討の場を持ちましょう。
○地域住民のニーズ、実態（影響度等）を踏まえ、市町村担当者と検
討の場や意見交換の場を持ちましょう。
そして、各市町村の制度や施策についての積極的な構築議論を行

いましょう。また、地域福祉計画づくりにも反映させましょう。
（5）地域の関係施設・機関との連絡体制や協力関係を築きましょう。
○「アクションプログラム（素案）」の大きな柱の一つに「いきいきネ
ット」の確立がうたわれています。
隣保館等では、総合生活相談事業としてすでに取り組まれている

地域もありますが、さらに地域の社会福祉法人をはじめ、当事者グ
ループ、老人センター、障害者会館、保育所、医療機関等との連
携・協力関係を築いていきましょう。
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月 地域での取り組みスケジュール等

2003／
9月 ○アクションプログラム（素案）の提案・

府（議会）での議論、
10月 ○地域での取り組み検討

○市町村制度・施策状況の把握／市町村担
当者との協議

11月 ○地域住民への説明会の開催
○ニュース・パンフレットの発行
○相談窓口担当者（相談員）の研修

12月 ○地域での集中的な相談会の実施
○地域住民のニーズ・影響度調査

2004／
1月 ○地域でのニーズ・影響度の集約・把握
2月 ○市町村での制度・施策の再構築議論（断

続的協議）
3月 ○地域の体制・連携体制の確立検討（断続

的協議）
4月～ ○地域住民への説明会の開催

○ニュース・パンフレットの発行
○制度・施策の再構築
○住民への相談事業の展開

月 地域での取り組みスケジュール等
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◆市町村単独事業の状況 （2003（H15）.4現在）

●今回の人権協会ニュースは、大阪府がまとめた「大阪府健康福祉アクションプログラム」（素案）～健康福祉施策の再
構築～についての緊急特集としました。この中では、現代的課題に応える新たな仕組みづくりや施策が提起されてい
ます。しかし一方で、福祉医療制度の再構築など地域に影響が出てきます。地域だからこそできるきめ細かな一人ひ
とりのニーズ、課題にアプローチすることが私たちの役割と言えます。
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